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地球温暖化問題と科学者 一一一

/天言二孟孟毒温暖化を本当に起こしているのか, 二のことが温暖化論議における鰍
の焦点であった。これは「不確実性の問題」と呼ばれる。米国政府や多国籍企業など人為的

温暖化を否定する勢力は、常にこのことを問題にしてきた。人間活動起源の温暖化を主張す

る科学者には、さまざまな政治的圧力が加えられてきた。

気温はいろいろな要因で、自然変動する。それに温室効果ガスの放出のような人為的な要

因が加わる。人間活動による温暖化が生じていることを示すためには、人為的要因による変

化を自然的要因による変化から区別しなければならない。国連の下に1988年に作られた

IPCC(気候変動に関する政府間パネル）の最大のテーマは、そのことであった。IPCCは科

学者を中心とする組織である。IPCCには、世界中から多くの気候科学者、海洋科学者、政

策科学者が集まり、気候変動に関わる膨大な研究論文が精査された。決定的な報告書が2001

年（第3次報告書)、2007年（第4次報告書）に出された。第4次報告書は、“90％以上の

確率で最近の温度上昇は人間活動によってもたらされたと言える，，と述べている。

2006年あたりから､経済活動の自由を主張する米国や経済成長を目指す中国の論調が変わ

ってきた。温暖化対応を言い始めたのである。国際政治は、転換点を迎えた。IPCCは、ア

ル･ゴアとともに2007年度ノーベル平和賞を受賞した｡2008年の洞爺湖サミットのメイン・

トピックは、地球温暖化である。この変化は、科学者の集団が国際政治を動かした最初の例

ではないだろうか。

この段階で、IPCCも転換点を迎えた。今後の焦点は、“数字を信じるか”ではなくて、“何

をなすべきか”に移る。これは新自由主義との闘いとも言えるだろう。 （川崎健）
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